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令和５年度 瀬戸まちの課題解決応援補助金 募集要項 

 

 

 
 

市民のみなさんが「協働」により取り組む、瀬戸市における社会課題の解決を目指す公益活動を

支援するために、補助金を交付します。瀬戸をより暮らしやすいまちにするための自由で自発的な

アイデアをお待ちしています！ 

 

「はじめの一歩活動」部門 

概 要 
新たな団体として、まちの課題解決のための活動を開始する市民活動団体を支援します。 

※ 「１回目の申請時に活動開始後３年以内の団体」が対象です。 

テ ー マ 
自由なテーマで申請してください。 

※ 第６次瀬戸市総合計画との関連性を意識してください。 

補助金額 上限８万円（交付率１０／１０） 

補 助 

団 体 数 
６団体まで 

申請回数 

の 上 限 

１団体連続２年間まで申請可 

※ 毎年度、申請が必要です。 

 

「テーマ型協働活動」部門 

概 要 
市が提案した社会課題のテーマに対し、自由なアイデアで市との協働による課題解決に取

り組む市民活動団体を支援します。 

テ ー マ 

令和５年度 テーマ名 協働相手となる担当課 

Ａ「高齢者が支えあうデジタルディバイド対策」 情報政策課 

Ｂ「国籍の隔てなく市民が集まる環境づくり」 まちづくり協働課 

Ｃ「地域住民が安心してごみを出せる環境づくり」 環境課 

Ｄ「地域のつながりを活かした空き家対策」 都市計画課 

Ｅ「みんなでまもり、つかい、はぐくむ公園づくり」 建設課 

Ａ～Ｅのいずれかのテーマを選択し、自由なアイデア・手法をご提案ください。 

担当課と協働で、課題解決に取り組んでいただきます。 

※ テーマの詳細は、別紙「令和５年度社会課題テーマの概要」をご確認ください。 

 

補助金額 上限３０万円（交付率１０／１０）※ 予定予算額：１５０万円 

補 助 

団 体 数 
１テーマ当り２団体まで 

協働による「まちの課題解決」に 

取り組みませんか？ 

瀬戸のまちを元気にする活動を 

応援します！ 
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■ 交付を受けられる団体の要件について 
  営利を目的とするものでなく、次のすべての要件に該当する特定非営利活動法人又は法人格の

ない任意団体であること。 

⑴ 定款、規約、会則等を有していること。 

⑵ ５人以上で構成され、１人以上が市内在住であること。 

⑶ 団体の活動範囲に瀬戸市が含まれること。 

⑷ 暴力団又はそれに類する団体でないこと。 

 

■ 交付対象となる事業について 
⑴ 以下の分野のいずれかに該当する事業であること。 
１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

２ 社会教育の推進を図る活動 

３ まちづくりの推進を図る活動 

４ 観光の振興を図る活動 

５ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 

６ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る

活動 

７ 環境の保全を図る活動 

８ 災害救援活動 

９ 地域安全活動 

10 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

11 国際協力の活動 

12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

13 子どもの健全育成を図る活動 

14 情報化社会の発展を図る活動 

15 科学技術の振興を図る活動 

16 経済活動の活性化を図る活動 

17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

18 消費者の保護を図る活動 

19 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関

する連絡、助言又は援助の活動 

20 前各号に掲げるもののほか、市長が認める活動 

⑵ 瀬戸市における社会課題の解決を図るための事業であること。 

⑶ 効果が広く市内に及ぶ事業であること。 

⑷ 不特定多数の市民の利益の増進に寄与する非営利の事業であること。 

⑸ 交付決定の日から翌年２月末日までの期間に実施する事業であること。 

⑹ 国・県・市及び公益法人から他の補助金が交付されていない事業であること。ただし申請事

業と他の補助金とが会計上、明確に区分できる場合は除きます。 

⑺ 申請できる事業は１団体につき１事業に限ります。 

 

■ 対象とならない事業 

・ 特定の地域内（特定の町内や学校区だけを対象とする）の住民の親睦や交流を目的とするイ

ベントや日ごろの活動の発表会など 
・ 営利を目的としたもの 
・ 特定の思想、政治又は宗教的な内容を含むもの 
・ 従来から実施している活動 
・ 補助金が団体そのものの運営経費に充てられ、事業性がないもの 

・ 特定の個人や団体、又は構成員のみが利益を受ける事業 

 

■ 対象とならない経費等 
 ● 次に挙げる経費は交付対象外とします。 

交付対象外経費 例 

団体の事務所等を維持するための経費 団体の事務所の家賃や光熱費 

団体の経常的な活動に要する経費 加入団体への会費や総会経費 

団体の構成員による会合の飲食費 会議の茶菓子・昼食代 

団体の構成員に対する人件費、謝礼 

※ ただし、専門知識を有する構成員が、当該専門知識を必

要とする活動を実施する場合は、その構成員に対する人件

費、謝礼は対象経費となります。 

事務員の人件費、謝礼 

領収書の領収者が団体構成員となっている経費 構成員の立替払、私物の使用料 

領収書の日付が交付決定日より前の経費 ― 

必要以上の消耗品や備品の購入費 ― 

団体ユニフォーム ― 

その他当該事業の実施にかかる直接経費と認められない経費 ― 
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● 対象となる経費から差し引くもの 

・ 入場料など参加者から得られる収入 

・ 事業に伴う売上などの収入 

・ この補助金以外で、申請事業に交付される国・県・市・公益法人からの補助金 

 

● 本事業は事業費に対する補助制度であることから、備品費の計上は、備品購入が事業に必要

不可欠なものと判断される場合のみ認めます。 

備品費の計上は、以下のすべてを満たすこととします。 

・ １品目３万円までとします。（３万円を超える分は補助対象外経費です。）ただし、補助金

額が６万円未満である交付対象事業の備品費については、１品目につき「補助金額の１／２」

を上限とします。 

・ 備品費総額は「交付対象経費の１／５」又は「補助金額の１／２」のうち低い金額を上限

とします。ただし、交付対象経費が１５万円未満の事業については、３万円又は「補助金額

の１／２」のうち低い金額を上限とします。 

 

■ 申請のスケジュール・提出書類 

はじめの一歩活動部門 

〆切 提出物 

３／６（月）正午 

□ 交付申請書（様式第１－１号） 

□ 同意書（様式第１－２号）  

□ 事業計画書（様式第１－１号・別紙） 

□ 施策の体系 

（以下、任意様式） 

□ 会員名簿 

□ 団体の活動概要及び活動年表のわかる資料 

□ 団体の組織運営に関する定款、規約、会則等 

□ 直近年度の事業報告書 

□ 直近年度の収支決算書 

 

テーマ型協働活動部門 

〆切 提出物 

２／２０（月）正午 
□ エントリーシート ※ エントリーシートの提出次第、行政（協

働相手の課）との打合せを行います。 

行政（協働相手の課）との 

打合せ後 

～ 

３／１３（月）正午 

□ 交付申請書（様式第１－１号） 

□ 同意書（様式第１－２号）  

□ 事業計画書（様式第１－１号・別紙） 

（以下、任意様式） 

□ 会員名簿 

□ 団体の活動概要及び活動年表のわかる資料 

□ 団体の組織運営に関する定款、規約、会則等 

□ 直近年度の事業報告書 

□ 直近年度の収支決算書 

指定の様式に必要事項を記入し、関係書類を添付して、パルティせと３階のまちづくり協働課又は

瀬戸まちの活動センターまで、１部ご持参ください。 

なお、提出のあった書類は返却いたしません。申請書類は、審査会の会場での閲覧資料としますの

で、予めご承知おきください。 
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■ 受付時間 
午前８時３０分から午後５時まで（日曜を除く） 

※ 土曜は瀬戸まちの活動センターで、相談、受付をいたします。 

 

■ 提出様式の配布場所 
市役所１階市政情報コーナー及び３支所、瀬戸まちの活動センター、まちづくり協働課 
瀬戸市ホームページからもダウンロードできます。（http://www.city.seto.aichi.jp/） 

 

■ 交付決定方法 
有識者等により構成された審査員の審査により交付決定します。審査は次の方法で行います。 

・ 書類審査（申請の際に提出いただく書類等の審査） 
・ 審査会での公開プレゼンテーションと質疑応答 

 

■ 審査会の日時 

令和５年４月１日（土）午前１０時１５分～午後４時（予定） 
（開始・終了時間は申請団体数により変更する場合があります。） 

 

■ 審査会の実施方法 
⑴ 所定の時間内に発表（プレゼンテーション）を行っていただきます。手法等は問いませんの

で、時間内で工夫して活動内容を発表してください。また、パソコンとプロジェクターを用意

いたしますので、使用を希望する場合は事前に事務局と打合せをお願いします。 
⑵ 審査会の約１週間前までに、書類の内容に関し、審査員からの質問票をお送りする事があり

ます。審査会までに、質問への回答票をご提出いただきます。 
⑶ 発表のあと１団体ずつ審査員から質問しますので、質問には簡潔にご回答ください。 
※ 公開プレゼンテーションに出席されない場合、申請を取り下げたものとみなします。 

 ⑷ 審査基準及び審査結果決定方法については、別紙「令和５年度 瀬戸まちの課題解決応援補

助金 審査方法について」をご覧ください。 

 

■ 中間報告 
  事業の進捗状況報告のため、令和５年９月１日（金）から９月２９日（金）までの期間に、中

間報告書及び進捗状況報告書（様式第８号）をご提出ください。 

 

■ 実績報告 
  事業完了（支払や反省会等の事業に係る全てが終了した）後３０日以内又は翌年２月末日のい

ずれか早い日までに、実績報告書及び事業実績調書（様式第９号）をご提出ください。詳細は決

定通知後、改めてお知らせします。また、事業成果を市民の方に広く紹介していただくため、活

動成果報告会を行いますので、必ずご参加ください。 

 

■ その他 
この事業は、瀬戸市議会令和５年３月定例会において、令和５年度当初予算が議決されなかっ

た場合は、施行を中止します。 

 

■ 問い合わせ先 
瀬戸市市長直轄組織 まちづくり協働課 協働第３係 
〒４８９－００４４ 瀬戸市栄町４５番地 パルティせと３階 

  電話：９７－１３３６  ＦＡＸ：９７－１３３２ 

 

 

ご申請お待ちしています！ 

http://www.city.seto.aichi.jp/

